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はじめに 

 
我が国は、21 世紀に入ってから、少子高齢化が進む人口減少社会、大都市圏

と地方圏の地域格差、所得格差社会、グローバリゼーション、ICT（情報通信技

術）等のイノベーション、地球温暖化等の環境問題、美しい国土づくり等がキ

ーワードになった時代の転換期を迎えている。 
人口 47 万人を抱える大分市には、海、山、川の自然に恵まれた豊かな暮らし

がある。中世以来、豊後の都として、国内外との長い交流の歴史が培った豊か

な文化がある。そして、戦後復興期に続く高度成長期の新産業都市建設がもた

らした高度な産業集積がある。 
しかしながら、今後、豊かな暮らしを持続的に維持・発展していくためには、

我が国における時代の転換期の中で、より厳しい都市間競争や地域間競争にさ

らされていることを自覚し、その中で優位性を保てるようにならなければなら

ない。都市として、あるいは、地域として、その魅力と活力を維持・増幅して

いくためには、人々が暮らしつづけたいと思う住環境（自然、住宅、文化、コ

ミュニティ等）と企業投資環境としての人材・インフラ整備水準を備え、人・

モノ・情報の多様な交流環境を充実していかなければならない。 
大分市の中心部は、歴史的にみて、人やモノや情報が集う瀬戸内海水運で栄

えた府内城下町であった。そして、今後の大分市の交流をリードするのは、歴

史・文化が蓄積され、商業・業務・交流機能の集積が高く、大分駅を核とした

広域交通アクセスの利便性が高い中心市街地である。特に、今後、新しいまち

である駅南地区は、大分市都市計画マスタープランにおいて、複合文化交流施

設を核施設として「駅南・情報文化新都心」を形成することが位置づけられ、「上

野丘・都心の森」と一体となって、中心市街地の底上げを牽引する役割がある。 
複合文化交流施設は、次世代の大分市を創造する基点となり、長期的な視野

から人、文化、産業を育む交流の場にしていかねばならない。子どもから高齢

者の方々まで、市民、団体、企業、大学等が活用するさまざまな交流の場とな

り、厚みのある地域コミュニティの力も醸成していかなければならない。その

活発な交流を通して、豊かな大分市の自然と文化と歴史を継承し、未来を担う

人と文化と産業を育み、発信する場となり、豊かな心が支える地域社会が持続

する拠点となることを目標としたい。 
このような思いのもとで、委員会での討議を重ねた。大分市の現状や複合文

化交流施設の立地条件を客観的に評価しながら、委員の意見を反映し、この基

本構想がまとまった。この基本構想をもとにして、市民に長く愛着を持って利

用される複合文化交流施設が、早期にオープンすることを願っている。 
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１．基本構想の背景 

駅南の複合文化交流施設の立地場所は、以下の条件を備えている。このような

点を踏まえて、考慮すべき施設や空間のあり方を考える必要がある。 

 

①歴史的なプロジェクト～人口減少社会における都市間競争の中で 

大分の都市づくりは、中世の守護大名大友氏が、現在の大分駅東方の上野

丘に居館大友館を築いたことを起点にし、商工業のまちとして大分川沿いに

市街地が発展した。明治以降は、県都として行政機関が集積し、日豊本線等

の鉄道が敷設され、周辺町村との合併を繰り返してきた。第二次大戦後は焦

土と化した市街地に戦災復興事業が実施され、高度成長期以降は、新産業都

市指定に基づく大規模な臨海工業開発や郊外部の大規模ニュータウン開発を

エポックメーキングとしてきた。 

大分市を含めて、我が国の将来を展望すれば、少子高齢・人口減少社会、

大都市圏と地方圏の格差、所得格差社会の進展、社会経済のグローバリゼー

ションやＩＣＴの技術革新、地球スケールの環境問題等が進行する。このよ

うな状況下で、都市間競争、地域間競争は過去にもまして一層厳しいものに

なると予想される。暮らし続けたいと願う住環境、人材やインフラ等の企業

の投資環境、さらには、多様な文化や情報の交流環境が競争要素になる。そ

のような競争に対して、駅南地区の都市整備は、県都のコアづくりとして、

中心市街地を活性化し、まちなかで暮らし、働き、学び、交流し、にぎわい、

憩うまちを築く、21 世紀の大分市をリードする最重要プロジェクトに位置づ

けられる。 

このような歴史的な文脈や時代展望の中で、駅南地区の核施設である複合

文化交流施設は、大分の遺伝子を継承しながら、豊かな将来社会を築くため

の都市機能の集積、人材育成、産業振興、かつ、良好な都市環境、景観形成

に向けて、まちのビルトアップを先導する役割を担っている。 

 

 

【 複合文化交流施設の立地特性 】 

○東九州を代表する県都大分市（人口約 47 万人の中核市）の中心市街地に

位置する。 

○JR 日豊本線、JR 久大本線、JR 豊肥本線が結節する大分駅の南口駅前広場

直近に位置する。 

○大分駅付近連続立体交差事業、大分駅南土地区画整理事業により整備され

る市街地（面積 49.6ha、計画人口約 7,000 人）の中央に位置する。 

○敷地は整形で面積約 1.9ha（南北 115ｍ×東西 165ｍ、参考：オアシス広

場約 1.5ha）を有し、南北方向は、国内屈指の歩行者空間を持つことにな

るシンボルロードと接する。（幅員 100ｍ） 
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②豊かな都市環境の創造～地球環境問題や美しい国づくりが叫ばれる時代の中

で 

駅南地区は、中心市街地に位置しながら、後背部には自然と文化に富んだ

上野の森を有し、臨海部の工業地帯とは全く様相が異なる、歴史的な大分の

風土を色濃く残す地である。また、地区の都市整備プランはシンボルロード

に代表される豊かなオープンスペース、景観に配慮した次世代に受け継がれ

るべき、新たな中心市街地づくりを指向している。道路等の都市基盤が充実

し、地区計画指定により建築物の用途制限・高さ・形態・意匠等が規制され、

適切に街並み景観が誘導される。 

その中で、複合文化交流施設には、機能面ばかりでなく、デザイン的にも

地区のシンボルになり、まちなかに豊かな自然性と開放性を感じることがで

きる高感度な空間づくりが求められる。 

シンボルロードとの一体性に関しては、過去、ロッジア（半戸外の広場）

が提案されてきた。空間的一体性をどのように実現するか、例えば、屋内外

を一体化する開放的な空間づくり、屋上緑化等の環境デザイン、さらには大

分市内のイベント開催時の有効活用をどう図るか、また、市民アンケートで

要望があった防災機能としての活用などが空間的一体性実現のポイントとな

る。このような意味では、視覚的にも公共空間に開放された仙台のメディア

テーク１Ｆ部分の活用方法及び高岡テクノドームのような自動車の展示会も

開催可能な１Ｆ大展示場例が参考になる。 

 

③優れたアクセシビリティ～駅直近、都心に位置する強みを生かすために 

複合文化交流施設は、鉄道・バスなど多様な交通手段によるアクセスが便

利で、駅や駅北商業業務都心から歩いて来られる距離感にある。すなわち、

誰でもアクセスしやすい、広域的な集客力の高いポテンシャルを備えている。

この特徴を最大限生かすには、駅からの歩行環境を快適にしなければならな

い。アクセス経路及び施設自体がユニバーサルデザインを適用していかなけ

ればならない。 

また、大分駅を中心にして半径１km の徒歩圏内には、大分文化会館、グラ

ンシアタ、コンパルホールなど、既存交流施設の集積が高い。複合文化交流

施設は、これらの既存ストックと機能連携、機能補完しながら、中心市街地

を交流機能集積拠点として活性化する役割を担う。 

 

④市民が集い、にぎわうまちづくり～民間の活力を生かすために 

当施設及びその周辺は、駅直近で、インフラが高水準で整備される新しい

市街地である。用途地域は商業地域、容積率は 400％に指定されている。整形

でまとまった敷地の規模も含め、民間事業者にとって、かなり魅力的な土地

である。また、市民アンケートからみると当施設及びその周辺地区には、買

い物、飲食等の余暇活動に関連した空間活用を望む声が多い。 
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このような中で、複合文化交流施設の施設構成を考えるに当たり、交流を

促進するコンベンション支援機能（飲食・カフェ・ラウンジ機能等）は必要

不可欠であるが、これに加えて、民間事業者にとっての魅力ともなるような

施設の設置、例えば、企業ショールーム、物販（商業）、サービス業（オフィ

ス）等の商業・業務機能は、まちに人が集い、ときめき、にぎわう仕掛けと

しても有効でもあり、一定程度必要である。 

また、当該施設は、従来から、交流をキーワードにして、多様な機能の複

合体として提案されてきた。この特徴を空間的に生かすためには、高感度な

人の五感に響き、予期せぬ情報と遭遇し、人と出会い、交流し、文化とふれ

あうことを演出する空間づくりが望まれる。いわゆる、行動誘発型の空間計

画として、ゾーンを機能別に切り離すことなく、動線を辿れば、さまざまな

出会いがあり、路地裏空間のような界隈性を持つような仕掛けも必要である。 

 

以上のような点を踏まえ、立地特性・空間活用の面からみて、機能、空間整

備に関し次のような方針づけることが望ましいと考える。 

 

【 複合文化交流施設の機能、空間整備方針に関して 】 

 ● 時代をリードするまちなかプロジェクトとして、機能的にも景観的にも

駅南地区のビルトアップを先導する都市機能を充実する。 

● 大分の歴史・文化を継承しながら、開放的で豊かな都市環境をまちなか

に創造する役割を担う。 

 ● 地区のコア施設となる複合文化交流施設は、機能面ばかりでなく、デザ

イン的にも地区のシンボルになる。 

● シンボルロードと一体化する屋上緑化等の環境デザインとイベント開

催時、災害発生時等で、施設屋内と屋外及びシンボルロードとが一体的

な利用を図ることができるよう、特に１Ｆ部分の施設配置、デザイン、

バリア除去等に工夫する。 

● ユニバーサルデザインによるアクセス経路、施設づくりを行う。特に大

分駅改札・大分駅前広場バス停から施設までのアクセスに関しては、幹

線道路横断施設のバリアフリー化を図ることが必要である。 

● コンベンション機能以外では、コンベンション支援機能（飲食・カフェ・

ラウンジ機能等）は必要不可欠であるが、これに加えて、例えば、企業

ショールーム、物販（商業）、サービス業（オフィス）等の商業・業務

機能も、まちに人が集い、にぎわうような仕掛けとして、一定程度必要

であると考える。 

● 複合機能の特徴を生かすべく、高感度な人の五感に響き、インスピレー

ションを与え、さまざまな人に新しい行動を生み出す契機となる行動誘

発型の空間デザイン（動線配置、ゾーン設定等）を考え、適用する。 
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【複合文化交流施設の位置】 
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２．基本構想 

 

2.1 基本理念 

 

 

2.2 基本方針 

 

① 次世代の大分の拠点となる、“魅力ある高感度新都心空間”づくり 

 駅南地区及び次世代の大分市のまちづくりの基点となる魅力拠点を創造する。

ここに何があって何ができるという魅力（機能的魅力）と来たくなる、滞在し

たくなる魅力（空間的魅力）を備える高感度な新都心空間を目指す。特に、駅

北商業業務中核都心と大分駅と一体化して相乗効果・波及効果を創出し、従来

なかった多様な機能の複合交流施設として、また、シンボルロードと一体化す

る空間として、訪れる人々の五感に響き、予期せぬ出会いがあり、ときめく空

間づくりを目指す。また、歴史的な自然と文化を継承しながら、市民に長く愛

着を持たれ、半永久的に存在、機能し、大分の文化遺産となるような施設づく

りを目指す。 

 

② 産・学・官・民の力を結集し、“個性豊かな市民文化を発信する場”づくり 

 多くの人が行き交う駅直近、交流施設が集積する中心市街地に位置し、どこ

からもアクセスしやすいまちなかにある交流拠点としてのメリットを生かして、

市民、学生、コミュニティ、産・学・官・民のパートナーシップ、広い意味で

の“公”（ＮＰＯ等）を含めた、多様な主体の力を結集し、知恵を絞り、施設や

組織をつくり、それを管理運営する。そこでは、多様な人々が集い、学び、憩

い、交流し、個性豊かな市民文化を醸成し、発信していく場を目指す。 

 

③ コミュニティのふれあいを高める“福祉の大分の暮らし拠点”づくり 

 少子・高齢化・人口減少社会を迎える中で、一人一人の市民がコミュニティ

活動（地縁と知縁のコミュニティ）でのふれあいを通して、子育て、介護に向

き合い、誰にでも開かれた福祉と心身の健康と豊かな心を育てる場を目指す。

そして、福祉と文化を融合する新しい福祉の形づくり、“福祉の大分”で健やか

に暮らし続けることに資する。 

「人と文化と産業を育み、創造、発信する新都心拠点」 

～ 駅南・情報文化新都心の核施設として、市民が集い、学び、憩い、賑わい、

交流する場となり、次世代の新しい大分を築く、人と文化と産業を育み、創造

し、発信する基点となる、新都心拠点づくり（※） ～ 

※ 施設名称については、市民公募方式により決定する
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④ 若い世代から高齢者まで、“誰でも参加できる学舎（まなびや）”づくり 

 誰でも参加できる、生涯にわたり学び、豊かな人生をエンジョイできる、ま

た、新たな人生にチャレンジするための芸術・文化拠点、学習・研修拠点とな

る。子どもから大人、高齢者まで、さまざまな情報にアクセスでき、フェース

ツーフェースの交流を通じて、人、モノ、コトに出会い、歴史、文化、情報技

術、ビジネス、ものづくり等を学ぶことができる学舎（まなびや）となる、知

の拠点づくりを目指す。 

 

⑤ 起業・創業を支援する、“産業チャレンジ拠点”づくり 

 21 世紀を担う新しい人材や産業を生み、育てる場となるためのインキュベー

ション機能、チャレンジ機能を備えた施設となる。元気な起業家を育て、既存

事業者の新たなビジネス展開や創業を支援するモノづくり研究・ビジネス法

務・経営相談サービス、チャレンジショップ、ＳＯＨＯ等の機能を備えるとと

もに、大分市及び大分県に立地し、事業活動をしているさまざまな企業、研究

所、大学、団体等の交流・連携・研究の場づくりを目指す。 

 

【 中心市街地の将来都市構造図 】
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2.3 複合文化交流施設で実現される市民活動のイメージ 

複合文化交流施設は、新しい時代を拓く、まちなか交流拠点として、市民が

主役の芸術文化交流等を行う場として機能することを想定している。以下にそ

の主役ごとの具体のイメージを示す。 

 

① 市民を含め多くの人々が、楽しく活動できる場 

●市民が自由に参加、鑑賞できる演奏会、展覧会、囲碁大会、演劇等。 

●健康・福祉相談施設やスポーツジム。 

 

② 開かれた福祉施設、市民のよろず相談の場 

●子育てばかりでなく、教育、健康にかんする情報や、自分と同じ悩みを持

つ人達との会話ができ、専門家のアドバイスも受けることができる。    

●障がいのある人やその保護者に対し、多くの社会福祉機能を提供し情報交

流することができる。 

 ●子育て時期が終わり、勤めを再開するための勉強や情報収集をすることが

できる。 

 

③ 若い社会人や起業を目指す人たちの教育、情報交流 

●社会人が勤め帰りに、キャリアアップのために語学や資格習得に向けた勉

強をすることができる。 

●サテライト大学としてビジネスの専門知識を得ることができる。 

●起業、創業に関心のある人が、資金相談や会計等の勉強をすることができ

る。 

●同じ興味や関心の高い人たちどうしが情報交流をすることができる。 

 

④ 産業振興、企業の商品開発、マーケティング活動 

●大規模な展示会、体験会、見本市の開催及びそのイベントや施設内でのマ

ーケティングや広報活動をすることができる。 

●中小企業が共同してオリジナル商品の開発や大学と共同して、新しい福祉

器具、健康器具、防犯グッズ等の開発をすることができる。 

 

⑤ 高感度な人たちが集い、情報を発信する場となる 

●芸術、文化、学習、福祉、健康などの情報を充実させ、自らも体験、参加

することができる。 

●子どもから高齢者の人まで、いろんな人たちが集まり多様な活動をしてい

る場であるので、ビジネスチャンスや創作活動に対するインスピレーショ

ンも与えてくれる。 

●フェースツーフェースで情報を実感でき、自らその情報を発信することが

できる。 



 8

●それぞれの目的をもって、ここに来た人もその目的外の予期せぬ出会いの

中で、新たな生活文化を活性化することができる。すなわちさまざな行動

誘発による生き生きとした空間の創出である。 

 

⑥ 中高年のコミュニティ参加、人生満喫機会を提供 

●豊富な人生経験と蓄積された技術やうんちくを披露し、勤め先以外の人た

ちと知り合うことができる。 

 

⑦ 留学生も含めた学生がコラボレーションする活動 

●留学生を含めた学生同士の出合いの機会を広げることができる。 
●語学や資格取得のための勉強や、多様な趣味的活動をすることができる。 

 ●学生工房的な場所で、作品を共同創作することができる。 
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2.4 機能構成の考え方 

 

（１）基本的な機能構成 

機能構成に関しては、市民ニーズ、企業ニーズ（事業に参画する意向の高い施

設）及び行政としての考え方を踏まえて、整理すると下表のようになる。 

共通するニーズとして、導入機能に関しては、「交流」「文化」「福祉」「健康」

「情報」「教育」「産業支援」の７機能を基本とする。また、「飲食」「休憩・憩

い」機能に関しては、交流等の活動と一体となった、いわゆるコンベンション

支援機能、加えて、にぎわい創出支援機能として、一定の「商業」｢業務｣機能

を確保する方針とする。 

【 複合文化交流施設に対する都市機能ニーズの整理 】 

市民ニーズ（高いもの）※1   ニーズ主体 

 

 

 

 

 

 

機能分類 

①大分駅南
地区を含む
大分市中心
部で充実し
てほしい機
能（公園、
広場、交通
機 能 は 除
く） 

②大分駅南
の公共施設
が完成した
場合、その
建物や周辺
でどのよう
な活動がし
たいか 

③大分駅南
の公共施設
に必要と思
われる公共
的機能 

④民間施設
を整備する
場合、求め
る機能 

企業ニーズ

（事業に参画

する意向の高

い施設）※2

交流 ○ ○ ○ ○ ○ 

文化 ○ ○ ○ ○ ○ 

福祉 ○  ○ ○ ○ 

健康 ○ ○ ○ ○ ○ 

情報 ○  ○ ○ ○ 

教育  ○   ○ 

主

た

る

機

能 

産業支援 ○     

防災 ※3 ○     

飲食  ○  ○  

買物  ○  ○  

支

援

機

能 休憩・憩い  ○  ○  

※1 平成 18 年 11 月に実施した市民アンケート（回答数 559 人）に基づく 

※2 平成 18 年 12 月に実施した企業・団体アンケート（回答数 103）に基づく 

※3 防災機能に関しては、施設周りはオープンスペースが多いため、避難地機能等の防災空間とし

ての機能確保は検討していく必要がある。 
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（２）ホールのあり方 

 駅南の複合文化交流施設の核となる機能は交流機能である。その中では、

交流の中心的な場となるホールのあり方、特に、いわゆるコンベンション機

能をどう位置づけるかがポイントになる。 

コンベンション機能は、以下に示すように３つに大別され、特定目的の活

動を行う iichiko 総合文化センター（グランシアタ）のような音楽鑑賞に適

した固定椅子型のホールにするのか、それともコンパルホール（多目的ホー

ル）のような多目的・多機能な活用が可能な移動椅子式のホールとするのか、

その組み合わせでいくのか、その選択が必要である。 

 

 

現在、大分市内では、音楽会系は iichiko 総合文化センター、会議・講演

会はコンパルホール、大分文化会館は多目的な利用というような活用状況に

なっている。このうち、大分文化会館は 1966 年（昭和 41 年）に建設され、

約 40 年が経過している。大分市最初のホールとして、歴史的に重要な役割

を果たしてきた大分文化会館であるが、その機能更新又は機能代替として、

当複合文化交流施設を位置づけよう、という声も従来からある。その意味で

は、当複合文化交流施設は、特定目的にせず、現在の大分文化会館が持って

いるような多様な市民活動を支える多目的・多機能なホールにしていくとい

うことが期待されているといえる。 

大分文化会館建設以来、約 10 年ごとに、市内に公共ホールが整備されて

【 ホールが有するコンベンション機能 】 

●「ミーティング」（情報交流） 

・国際会議、国内会議、大会・総会 

・シンポジウム、フォーラム 

・研修会、セミナー、ワークショップ 等 

●「イベント」（参加体験型交流） 

・博覧会、祭、イベント、文化行事、式典 

・バンケット、パーティ、 

・コンサート、演奏会、演劇 等 

●「ショー・展示」（マーケティング型交流） 

・展示会、メッセ、トレードフェアー 

・総合見本市、専門見本市、企業単独展 等 

●「コンベンション支援機能」 

 ・喫茶、ラウンジ、レストラン、バンケット施設 

 ・宿泊施設 等 

   参考：「コンベンション」田部井正次郎著、1997.6
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きており、現在、７つの公共ホールがある。iichiko 総合文化センターが建

設されて約９年が経過した現時点において、ホール機能については、次のよ

うな課題があると考える。 

● 1,000 人以上が集うような大規模な展示会、見本市の開催に適したホール

がない。 

● 音楽会・演劇（ミュージカル等）は大規模な施設が複数ある一方で、市

民レベルでの演奏会や演劇上演に適した、300～500 固定席規模の施設が

コンパルホール（文化ホール）一つしかない。 

● 同様に、300～500 固定席規模程度の小規模な講演会・集会等に適した施

設がコンパルホール（多目的ホール）一つしかない。 

● iichiko 総合文化センターやコンパルホールは稼働日数率が 67％～77％

と高く週末等では予約が競合し、自由に利用できない状況にある。一方

で、大分文化会館は 43％の水準にあり、多目的利用されているが、設備

が古く、かつ、固定椅子式のため柔軟な利用に限界があることを露呈し

ている。 

 

【 大分市内のホールの利用分担 】 

椅子 利用適性 

ホール名 座席数 

固
定
式 

移
動
式 

音
楽
会 

歌
謡
シ
ョ
ー 

演
劇 

講
演
会
・
集
会 

展
示
会
・
見
本
市 

利用分担 

大分文化会館（大ホール） 

1966 年建設 2,077 席
○  △ ○ ○ ◎ × 多目的利用 

大分県立芸術会館 

1977 年建設 1,022 席
○  ◎ ○ ○ ○ × 

音楽会、ポピュ

ラー、ミュージ

カル等を中心 

文化 

ホール 500 席
○  △ × ○ ◎ × 

講演会、集会中

心 
コンパル 

ホール 

 

1986 年建設 
多目的 

ホール 400 席
 ○ △ × ○ ◎ ○ 

会議、研修会、

小規模展示会中

心 

能楽堂 

1990 年建設 568 席
○  ○ × ◎ × × 能楽中心 

グラン 

シアタ 1,966 席
○  ◎ ◎ ◎ ○ × 

音楽会、ミュー

ジカル中心 

iichiko 

総合文化 

センター 

 

1998 年建設 

音の泉 

ホール 710 席
○  ◎ △ ○ ◎ × 

音楽会、講演会

中心 

 



 12

このような状況を踏まえると、複合文化交流施設の中で、確保すべきホー

ル機能は、大分文化会館の多目的利用型を踏襲しつつ、より柔軟に利用ニー

ズに応えるために、次の２つのホールを持つことが適切であると判断される。 

① （大ホール）1,000 人程度の大規模な展示会、見本市、式典等が行え、

かつ、講演会等も柔軟に行える自由度の高い移動椅子式のホール 

② （小ホール）300～500 人程度の講演会、市民レベルでの演奏会や演劇

上演に適した固定椅子式のホール 

 

大分市のホールの整備水準に関しては、現時点で全国の 30～50 万都市（51

都市）、県庁所在都市（政令市除く、34 都市）や九州内県庁所在都市（７都

市）の市民一人当たりのホール総座席数の水準を比較すると、大分市の水準

は平均値以上である。 

また、iichiko 総合文化センターのグランシアタとの競合下で、2,000 席

を超える大分文化会館の平成 17 年度の稼働日率は 43％まで落ち込んできて

いる。市民アンケートにおいても、施設が少ないと回答した人は 21％に対し

て、十分間に合っている又は必要と感じないと回答した人は 31％であり、10

ポイント上回っている（施設はあるが不満と回答した人も 24％あった）。 

一方、比較的規模の大きい 1,000 席以上のホールの整備水準を他都市と比

較すると、大分市は九州内では高いものの、全国の他の県庁所在都市平均よ

り下回る水準にある。将来、大分文化会館が廃止された際には、その水準が

さらに下がることになる。そのような視点からみると、1,000 席以上のホー

ル機能を確保する必要があると言っても過言ではない。また、500 席未満の

小ホールに関しては、大分市は現状において低い水準にあり、その必要性も

高いと考えられる。 

  

以上のような点を踏まえると、交流の場となるホールに関しては、次のよう

に位置づけることが妥当であると考える。 

【 複合文化交流施設のコンベンション機能の確保方針案 】 

 ● コンベンション機能については、会議、イベント、展示等が柔軟に

行える多機能大ホール（1,000 席程度、移動椅子式、アリーナ形式

含む）を整備する。 

● 演劇・音楽会等、市民が気軽の利用できる小ホール（350 席程度、

固定椅子式）を整備する。 



 13

（３）導入機能の考え方の整理 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民ニーズ 

（求めている機能） 

 ● 買い物、食事、憩い、娯楽 

● 福祉／健康拠点 

 ● 文化／芸術／学習拠点 

 ● 経済／産業交流拠点 

 ● 情報拠点 

 ● 防災拠点 等 

（公園、広場、交通機能は除く） 

企業ニーズ 

（事業参画意向の強い機能） 

 ● 情報プラザ 

 ● 健康・スポーツ施設 

● 多目的ホール 

● コンベンション施設 

● 生涯学習施設 

● 産業館 

● 飲食、土産物産館 等 

行政のスタンス 

●駅南地区の位置づけ：「情報文化新

都心」（駅北地区：「商業業務中核都心」

●複合文化交流施設の位置づけ：「市

民の芸術文化活動や地域創造の拠点」

●複合文化交流施設の機能：「文化」

「情報」「交流」を基本方向とし、「企

業支援」「教育」「福祉」等の機能 

●市民参加の計画づくり、活動イメー

ジを明確にした施設づくり、官民のパ

ートナーシップによる事業 

施設立地条件、事例調査等からみた複合

文化交流施設のありかた 

●多機能ホール 

・多様な活用ができる 1,000 席程度の

規模（移動椅子方式） 

・市民演劇等に対応する 350 席程度の

小ホール（固定椅子方式） 

●コンベンション支援機能：飲食・カフ

ェ・ラウンジ等 

●活性創出支援機能：一定の商業・業務

機能 

導入機能の考え方 

 市民ニーズ、企業ニーズ、行政のスタンス及び施設立地条件、事例調査等を踏まえると、複

合文化交流施設の導入機能は次のように整理される。 

① 導入機能：「交流」「文化」「福祉」「健康」「情報」「教育」「産業」 

＋「コンベンション支援機能」「活性創出支援機能」 

 ②核施設：（仮称）市民ホール 

・多機能ホール（1,000 席程度、移動椅子式を基本） 

・小ホール（350 席程度、固定椅子式） 

 ③空間的な要請：ユニバーサルデザイン、駅南地区のシンボルとなるデザイン、シンボルロ

ード（屋外空間）との一体性、環境デザイン、防災施設空間（避難地、備蓄倉庫含む）、

行動誘発型の空間デザイン 
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【 基本的な機能と空間コンセプト】 
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【 複合交流拠点としての主な機能マトリックスの考え方 】 

福祉 健康 情報 教育 産業  

・芸術文化活動は憩
いであり、癒しで
ある。 

・豊かな福祉のここ
ろと健やかな暮
らしを実現する
ために、文化、福
祉、健康機能が共
存し、交流するメ
リットは大きい。 

・インターネット等
を通じて、他地域
との文化交流を
支援することが
できる。 

・図書館機能を備え
ることにより、文
化活動の情報ア
ーカイブ機能を
発揮できる。 

・学校の外にある、
身近なコミュニ
ティの市民生活
に根ざした歴史
文化との交流が
とれる 

・子どもの芸術文
化活動の発表、
鑑賞の場となれ
る。 

・新たな産業は、個性豊
かな文化環境から創
出される面がある。 

・特に、成熟社会のスロ
ー文化、ロハスなど文
化や環境意識の高い
社会において、商品や
サービス開発の面で、
文化機能と結びつく
効果は期待できる。 

文

化

・ＩＣＴの発達を通
した、情報受発信
環境の飛躍的な
向上は、福祉の面
から言えば、今後
も継続的な貢献
が期待できる。 

・福祉に係わる人
が、ユニバーサル
な利用環境で、多
様な情報を得る
場所が同じ施設
内にあれば、高い
福祉の環境が提
供できる。 

・子どもの頃から、
福祉の心を育ん
でいく環境とし
て、又は、若者
にとっての職業
訓 練 の 場 と し
て、福祉の施設
と教育施設が一
体化する効果が
創出できる。 

・高齢者の運動能力低下
に対して、先端的なＩ
ＣＴとモノづくり技
術を駆使して、多様な
ハンディキャップを
克服する機器開発は
今後、有望な市場であ
る。福祉施設と産業イ
ンキュベーション機
能が同じ場所にあり
結びつけば、さまざま
なマーケティングや
研究開発がこの場で
始まることが期待で
きる。 

福

祉

・健康の維持、更新には的確な情報把握
と教育、訓練が欠かせない。市民に健
康に関する適切な情報提供を行う場
となれば、複合のメリットは大きい。

・少子高齢化時代、成熟
社会において健康産
業は継続的な有望な
市場を持っている。 

・また、多くの人が集う
場所として、医療、健
康診断、スポーツジム
施設など、地元の民間
活力を導入する機会
創出になる。 

健

康

情

報

  

  ・情報産業、教育産業に
関しても、今後とも有
望な分野である。 

・また、起業・創業のた
めの専門的アドバイ
ス、再チャレンジ、退
職後雇用機会の創出な
どを実施できれば、人
材育成、産業育成、雇
用拡大効果が期待でき
る。 

教

育
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（４）施設構成の考え方 

 

【 主たる機能 】 

① 交流機能 

・文化、福祉、健康、情報、教育、産業など、多様な機能の交流を支援する

核施設として、大ホール（1,000 席程度、移動椅子式）と小ホール（350
席程度、固定椅子式）の２つのホールからなる（仮称）市民ホールを整備

する。 
・大ホールは、多機能ホールとして、コンサート、パブリックビューイング

（サッカーの応援など）、比較的規模の大きいシンポジウム、講演会・集会、

研修会、学会、展示、見本市、式典、スポーツイベント等の多様な活用方

法を可能なものとする。 
・小ホールは、市民や学生等の演劇活動、バンド演奏から比較的規模の小さ

い講演会、集会、研修会等まで活用する。現在のコンパルホールの文化ホ

ールに近いイメージの施設。 
・現在のコンパルホールの多目的ホールをより柔軟に、かつ、グレードアッ

プしたイメージの施設。また、大ホールは地震等による大災害に備える避

難地機能も備える方針とする。 
 

② 文化機能 

・大分で生まれ育った人ばかりでなく、職場、学校、観光の場として大分に

ゆかりや関心を持つ多様な人たちが気楽に集い、芸術、文化的な活動を通

して交流する場を目指す。 
・市民のコミュニティ活動（地縁、知縁）を支援する場を提供するだけでな

く、市民、学生、専門家、企業、団体、観光客などが一体化する多様な交

流を育むための、いわば、市民の交流活動を活性化することを目指す。 
・多様な文化・芸術交流を促すための国際交流機能も今後検討していく。 
・大分市内の企業においては、広く、ＣＳＲ（社会貢献活動）の一環として

の参加を呼びかける。 

●（仮称）市民ホールを核にして、多様な交流機会を創出する。交流の力で、

人とモノとコトを創造する拠点となる。 

● 市民の芸術、文化活動を活性化する、市民倶楽部的な活動、国際文化交

流が行える場づくり 
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③ 福祉機能 

・福祉に係わる人々の交流機会を創出するとともに、現在、市内で不足して

いる福祉機能を補完し、強化するために、老人福祉センター、障がい者福

祉センター、母子福祉センター、児童センター、社会福祉協議会、保健セ

ンター、保育所等が集積する福祉の中核となる（仮称）総合社会福祉保健

センターを整備する。 
④ 健康機能 

・駅南地区をはじめ、中心市街地内に居住する市民や働く人々に、健康・医

療・スポーツ関連のサービスを提供する。 
⑤ 情報機能 

・市民が関心のある多様な情報の受発信機能を集約した情報拠点づくりを目

指す。従来の情報プラザ的な施設は、パソコンが自由に使える部屋という

ような画一的なイメージであるが、ここでは、図書館機能、展示施設（ギ

ャラリー機能）、体験施設（先端機器の体験等）を核として、まちづくり情

報センター、メディア研修室、情報工房、サテライトスタジオ等の整備を

今後検討していきながら、大分市での市民メディアセンター的な機能を目

指す。 
・これらの多様な情報機能を効果的、効率的に運用していく上では、民間活

力の導入は不可欠である。 
⑥ 教育機能 

・子どもに対しては、幼い頃から芸術文化や福祉の心を育む場となり、また、

大分市の歴史、地理、文化展示施設から地球スケールの気候変動、地球科

学まで学ぶ場やイベントの場となることが考えられる。 
・市内の小中学校から高校、大学まで、知的イベントとして世代を超えた交

流イベント等を開催する場となることが考えられる。 
・生涯学習、再チャレンジ学習、高度な芸術文化教育まで、市民が教養と実

践的技術、資格取得、教育相談の場となる多様な教育機会の創出を目指す。 
・大分市にゆかりのある大学や広くサテライトキャンパスに関心のある大学

に呼びかけ、大学が中心となった運営を目指す。 

●（仮称）総合社会福祉保健センターを整備し、福祉と子育ての一大拠点と

し、”福祉のまち、大分”の中核的な役割を果たす。 

●健康・医療・スポーツ関連の機能を導入し、市民の健康増進、心身のリフ

レッシュができる場づくり。 

●多様な情報ニーズに応える市民の情報拠点づくり 

●子どもから学生、社会人、高齢者まで、多様な学習機会を提供する知の拠

点づくり。 
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・講師は大学教員から多様な市民の専門家まで、生徒は子どもから大人、高

齢者まで、多様な関心と興味と意欲に応えるプログラムを実施し、昼夜間、

平休日、通信教育のスクーリング、サマースクールなどの学習需要にも応

える。 
⑦ 産業支援機能 

・起業支援、再チャレンジ支援、会計・財務相談など、産業振興、人材育成、

研究開発などを行う、産官学連携による運営を目指す。 
・起業実践の場として、ＳＯＨＯ関連施設、チャレンジショップ等のスペー

スも確保していく方針とする。 

・現在の産業活性化プラザをグレードアップしたような施設のイメージであ

り、教育機能と連携しながら、より効果的な運営を目指す。 

 
【 支援機能 】 

⑧ 防災 

・（仮称）市民ホール等は、大災害発生時の避難地としても機能できるよう

な配慮をした空間づくり、設備を備える方針とする。具体的には、今後、

地域防災計画で検討していく。 
⑨ コンベンション支援機能（飲食・休憩・宿泊等） 

・多くの人が集う場としての利便性・快適性の確保、又は、多くのイベント

を誘致するために不可欠な機能として、民間活力により、飲食・休憩・宿

泊等のコンベンション支援機能を確保する。 
⑩ 活性創出支援機能（商業・業務機能等） 

・多くの人が集う場とする、又は、積極的な民間事業者の当事業への参加を

促す上では、駅前地区としての高い都市開発ポテンシャルに応じた、一定

規模の商業機能も必要である。 
・また、多様な人やビジネス情報が行き交う場としてのメリットを生かして、

情報サービス業、専門サービス業等の業務機能（オフィス）を積極的に誘

致する。 

●産官学連携を通じて、多様な産業育成、人材育成、研究開発を進める、産

業振興拠点づくり 

●シンボルロードと一体となって、駅南地区の防災拠点として機能する避難

地スペース、防災備蓄倉庫を確保する。 

●コンベンション支援機能として、飲食、休憩ができるカフェ（喫茶）、ラ

ウンジ、レストラン、バンケット施設、コンビニなどを備える。 

●多様な人、情報が集積する施設として、一定の商業・業務機能を誘致する。
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■ 基本理念 

 
■ 基本方針 

① 次世代の大分の拠点となる、“魅力ある高感度新都心空間”づくり 

② 産・学・官・民の力を結集し、“個性豊かな市民文化を発信する場”づくり 

③ コミュニティのふれあいを高める、“福祉の大分の暮らし拠点”づくり 

④ 若い世代から高齢者まで、“誰でも参加できる学舎（まなびや）”づくり 

⑤ 起業・創業を支援する、“産業チャレンジ拠点”づくり 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『『人人とと文文化化とと産産業業をを育育みみ、、創創造造、、発発信信すするる新新都都心心拠拠点点』』  

～ 駅南・情報文化新都心の核施設として、市民が集い、学び、憩い、賑わい、

交流する場となり、次世代の新しい大分を築く、人と文化と産業を育み、創造

し、発信する基点となる、新都心拠点づくり（※） ～ 

※ 施設名称については、市民公募方式により決定する

【 大分市複合文化交流施設基本構想のまとめ 】 
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2.5 施設計画の考え方 

 
（１）施設規模 

施設規模に関しては、想定している機能を施設規模（延べ床面積）として計画

し、積み上げていく必要がある。現時点では、基幹的な公共施設（（仮称）市民

ホール等、（仮称）総合社会福祉保健センター等）で延べ床面積約２万㎡が必要

になると想定されるが、加えて、公共的性格の強い施設（情報拠点、知の拠点、

産業振興拠点等）でも最低１万㎡程度は必要になると想定される。その結果、合

わせて、公共主導の施設が約３万㎡になると想定される。 

また、民間主導施設（コンベンション支援機能、活性創出支援機能、健康関連

機能等）の規模は、民間事業者の事業計画に依存する部分である。容積率を 300％

～400％とすると、全体床面積で約５．５万㎡～７．５万㎡が可能であるため、

ほぼ公共主導施設と対等もしくはそれ以上の民間主導施設の床面積が想定でき

る（２．５万㎡～４．５万㎡）。 

 

 

（２）施設計画 

施設計画については、規模は大きくなるが、施設のコンセプトに掲げたことを

達成し、利用者の利便を図ることから一体の建築物として多様な機能が共存する

ことを基本的な方針とすることが望ましいと考える。 

また、ホール等の公共主導施設と民間主導施設の配置をどのようにするかも、

今後の検討課題であるが、基本的には、大ホールはシンボルロードとの関連を考

慮する必要がある。 

 

（３）デザイン計画 

施設コンセプトに沿って、今後の大分を代表する建築物にしていきたい。環境

のイノベーションを具現化するようなデザイン、シンボルロードとの一体性が生

かされた開放的な半屋外空間、動線は行動誘発型デザインなどが反映されること

が期待される。 
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2.6 事業手法の考え方（官民のパートナーシップ） 

ＰＦＩ法の制定以来、いわゆる自治体の施設整備に関して、全国的にみても

多くの施設がＰＦＩ方式で整備・運営されてきている。今後も、地方自治体の

財政状況が厳しい中、ＰＦＩ方式に限らず、多様な官民パートナーシップの方

式が積極的に活用していくことになる。例えば、駅南の複合文化交流施設とほ

ぼ同規模と想定されるきらめきプラザ（岡山市、敷地面積：約１万８千㎡、延

べ床面積：約１万９千㎡）は、岡山県の総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ施設

で、ＰＦＩ（ＢＯＴ）方式で整備され、平成 17 年に開館した。 

複合文化交流施設に関しては、大分市は、当初から賑わいの創出や土地の有

効高度利用などを目指し、官民パートナーシップの事業手法を指向している。

また、市民アンケートでは、大分市と民間が連携していくことに 85％の人が賛

同している。企業アンケートからみると、現時点では、参加に積極的な企業は

約１割と少ないが（現時点では事業内容も不確定なため、どちらとも言えない

と回答した企業が約６割）、情報プラザ、健康・スポーツ施設、多目的ホール

などの施設への参画意向が確認できた。また、本来、民間事業者が当該地区の

ような都心で展開したいという意向のある事業内容、例えば、飲食・商業・業

務等の施設に関しても、一定程度、受け入れていくことが、事業の伸展に繋が

ることに通じると考える。 

このような点からみて、事業手法の考え方は民の資金、アイデアや経営力等

を活かしながら、官民パートナーシップ手法の選択肢の中から、適切に事業手

法を定めていく必要がある。基本的には、以下の中からの選択になる。現時点

で、企業アンケートからみると、土地・建物の資産所有をしない方式での事業

参画手法が指向されている（全体で約８割、積極的参画意向を示した企業の約

５割）。また、事業手法ではＰＦＩ方式での参画が指向されている（全体で約

４割、積極的参画意向を示した企業の約５割）。これは、敷地面積が大きく、

また、事業条件が不確定なため初期投資コストに伴うリスクが読めない中では、

妥当な回答状況にあると判断できる。 

 

【 想定される官民パートナーシップ事業の基本的な分類 】 

●民設民営事業：一括事業化提案競技方式による民間事業者選定 

（建築条件・施設条件付き定期借地等）※1 

●ＰＦＩ型事業：（ＢＯＴ，ＢＴＯ，ＢＬＴ等） 

●半官半民型事業：公共事業と民間事業を分離して整備 

（長期包括管理委託方式含む ※2） 

※1：一部公営施設含む  ※2：指定管理者制度含む 
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３．今後の課題 

委員会での議論を通して、複合文化交流施設の計画・設計・建設・管理運営

等において留意すべき点を今後の課題として整理すると次のとおりである。 

① 事業の今後の進め方 

当基本構想では、基本的な機能構成や施設構成、活動イメージ等を提示

している。しかし、今後、当該事業を基本計画、設計、建設、管理運営と

進めていく中では、特に基本計画段階で、基本構想に示したコンセプトが

適切に実現できるようなシナリオづくりが重要である。 

② 施設の管理・運営の重要性 

当施設の整備事業は、交流の場の提供にとどまらず、事業の波及効果と

して、人と文化と産業が育成されることがターゲットである。そのために

は、どう造るかというよりも、どう活用するかという点がむしろより重要

であり、活用方法、管理・運営の体制・方法等を十分に検討していく必要

がある。 

③ 官民パートナーシップ型の事業手法 

 事業化に当たっては、より積極的な民間活力の活用が望まれる。民間活

力を活用しながら、公共がしっかりと連携して適正なサービスが継続的に

提供されるような監視や契約条件なども今後、十分に検討し、事業化手法

や建設後の管理運営方法を決定していく必要がある。 

④ ホール機能 

 当施設で想定しているホールは、機能的には大分文化会館やコンパルホ

ールに近い。しかし、当施設は時代ニーズに対応して、より洗練化し、グ

レードアップしたデザインと利便性・快適性を備えたホールとして、かつ、

市民、団体、企業、大学等が求めるような、より広範で多様な利用ニーズ

に呼応する柔軟性の高い多機能施設となることが望まれる。 

⑤ 駅北との関係 

当施設を含めた駅南地区と駅北商店街地区との相乗効果を創出し、中心

市街地活性化を図ることが重要である。そのため、南北駅前広場、シンボ

ルロードを効果的に活用した交通結節点整備、バス・自転車・歩行回遊動

線の整備などを今後、十分に検討し、計画していく必要がある。 

⑥ 歴史・文化の継承 

 当施設は、歴史的にみても重要なプロジェクトであることに間違いなく、

大分市の長い歴史・文化を継承し、これらを将来に受け渡していく場とし

ての役割がある。そのことに配慮した施設デザイン等が適用されることが

必要である。 
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○大分市複合文化交流施設基本構想策定の経過 

 
● 平成１８年１０月３０日 第１回委員会  （於：市役所本庁舎３階 特別会議室） 

● 平成１８年１１月２２日 先進事例視察  （福岡市、北九州市） 

● 平成１８年１１月２８日 第２回委員会  （於：府内学園 ５０１会議室） 

● 平成１８年１２月２６日 第３回委員会  （於：市役所議会棟４階 全員協議会室） 

● 平成１９年 １月２０日 第１回小委員会  （於：駅周辺総合整備課 事務所会議室） 

● 平成１９年 １月２４日 第２回小委員会  （於：駅周辺総合整備課 事務所会議室） 

● 平成１９年 ２月 ６日 第４回委員会  （於：大分文化会館 第２小ホール） 

● 平成１９年 ２月２８日 第５回委員会  （於：市役所議会棟４階 全員協議会室） 
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